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インドのエスごック多元主義の理想と現実
? ? ?
はじめに
　近年の先住民族問題た対する関心の高まりを反映し，1993年は国際先住民
年として国連によって決定された。これは人権や環境に関する関心の高まり
と新らしい考え方の模索と密接に結びついていた。これらの新しい考え方
は，従来の西欧近代化の中で作り上げられてきた世界観による現実の世界の
理解が困難になったために，その変革や修正をせまるものである。経済の分
野においてもブルントラント委員会が環境問題との関連で持続可能な開発（1）
という概念を提唱している。このような状況の下で，さまざまな価値観を容
認する社会ということも，主張されるようになってきた。多言語教育，文化
多元主義を標榜したり，先住民族に対して種々のレベルで自決・自治権を与
えている国々も存在する（2）。
　このような新しい考え方は先進国で作り出され，これまでの近代社会の多
（　1　）　The　World　Commission　on　Environment　and　Development，　Our　Common　Future，
　Oxford　University　Press，1987．日本語訳，環境と開発に関する世界委員会著，環境庁国
　際環境問題研究会訳，r地球の未来を守るために』，福武書店，1987年，　r第3章持続的開
　発に向けて」を参照。なお，訳書では「持続的開発」と訳されている。
（2）先住民族については，デンマークのグリーンランドの自治政府は外交，防衛，司法を
　除く分野で決定権を持ち，北欧のノルウェー，フィンランドでは通常の議会とは別に
　サーミの民族特別議会が存在し，ニュージーランドではマオリのために民族特別議席
　を確保している。上村英明，1992，139～151ページ。
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くの価値観と同様に，開発途上国に普及するものであるとしばしば考えられ
てきたようである。しかし，このような見方は疑わしい。インドは独立後，
住民の使用する言語に従って州の行政区域を再編する言語州再編に取り組
み，それぞれの州で話される言語を州の公用語とする改革をおこない多言語
主義を実施してきた。また，先住部族民についても，インドは憲法の中に保
護規定を持っており，それに基づいて色々の優遇政策を実施してきてい
る（3）。このようなインドの経験を，＝スニック多元主義の成功例として高く
評価する見解も存在する（4）。この評価をどう考えるかはさておき，少なくと
も現代の世界においては先進国と開発途上国が相互に影響を与えあう関係に
あることを確認しておく必要があろう。そのような意味においてインドの事
例の検討は，さまざまな条件の違いを考慮する必要はあるとしても，単に一
開発途上国の問題に止まらず先進国にとっても意味があると考える。
1．インドの先住民族保護政策一エス＝ヅク多元主義の枠組
み
　インドは憲法の規定を始めとして，部族民に対する多様な保護，優遇の規
定をもっている。だが，インドは先住民族の存在を公式には認めない。それ
は，「インド亜大陸の人口移動の長い歴史の結果，ある一つの集団が祖先（先
住民族一筆者）と主張するのは不可能」⑤であるし，先住民族の定義自体が今
のところ確立したものでなく，かなり幅のある概念として一般には使われて
（3）インド憲法の日本語訳が存在するので，個々の条文に関してはこれを参照。（孝忠，
　1992）なお，憲法の先住民族に対する保護規定や優遇政策については，Verma，1990，
　押川，199！が詳細に紹介している。
（4）R，スタベンハーゲン「エスニヅク問題と社会科学」，岩波書店編集部編r現代世界の
　危機と未来への展望』，岩波書店，1984年収録。
（5）Burger，1987，引用は，バーガー，1992，242ページ。
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いることもある⑥。しかし，最大の理由は先住民族としての認知は自決権の
付与の問題と密接な関連があるからである。日本を含む多くの国々とりわけ
アジアの国々が，先住民族の存在を認めていないのはこのためである。しか
しながら，インドは少数民族，社会的弱者として部族民の存在を認めてお
り，積極的な保護政策を持っていることも確認しておかねばならない。イン
ドの部族民は，先住民族の一般に言われているさまざまの特徴のをもってお
り，ヒンディー語の「アディヴァシー」という呼称は元来の住民を意味して
いる。そして，なによりもインドの部族民を先住民族と位置づけることに
よって，彼らの主張を考慮しながら新たな観点から問題を検討することが可
能になり，また世界的な問題との関連で議論ができると考えて，本稿ではイ
ンドの部族民と先住民族とを同義のものとして扱いたい。
　インド憲法は，指定部族（8）の保護についてしばしば触れている。基本的視
点は，指定部族を指定カースト（不可触民）とともに彼らの基本的人権を保
証し，文化的アイデンティティを保護し，政治，経済，教育などの分野での
利益を促進することである。このなかで特に注目すべきことは多彩な保護的
差別を含む積極的保護を打ち出していることであろう。ここでいくつかの注
目すべき憲法の条文を紹介しよう。部族民に対する特別の保護は政治（議
席），経済（雇用），教育についてなされている。政治の分野では，国会およ
び州議会における議席の人口比に応じた留保（第330，332条）が明記されて
（6）先住民族の定義についての議論に関しては，とりあえず上村，1992を参照。
（7）国連の社会経済理事会の人権委員会のもとにある差別防止・少数老保護小委員会の
　　「先住民にたいする差別問題の研究」最終報告（通称コーポ・レポート）によれば，先
　住民族とは他地域からの侵入者によって征服され，少数老とされた人々の子孫で，現在
　も支配民族集団の国家機構のもとで独自の社会，経済，文化的伝統に従って生活してい
　るとしている。また，孤立集団，辺境集団については，征服の結果や独自の習慣，他民
　族の国家機構による支配などの点で先住民族の概念の枠内でとらえるべきであるとし
　ている。バーガー，1992，12～13ページ。
（8）指定部族とは，さまざまな優遇政策の対象として大統領が当該州の知事との協議に
　もとづいて当該州に関して指定した部族をさす。（インド憲法342条）
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いる。これには当初10年の期間限定がされていたが，何回かの延長をへて
1990年の改定では50年後に廃止されるとなっている。経済の分野では第16条
で公務における機会均等が定められているが，同時にこの規定が後進階層の
ための留保を妨げないと付記することで，公職の留保への道を開いている。
さらに，指定カーストと指定部族の公務，公職への要求への配慮にも言及し
ている（第335条）。教育については，部族民に限定されてはいないが，まず
文化および教育に関する権利について少数者の言語，文化の保護，教育施設
の設立，管理の権利を認めている（第29，30条）。そして，第46条では，指定
カースト，指定部族その他の弱者層に対する教育上，経済誌の利益の促進を
うたい，「社会的不正義及び一切の搾取から保護しなければならない」（9｝とし
ている。このように，憲法においてもかなり具体的な保護条項が存在する
る。この他にも，指定カーストと指定部族に対する保護規定の実施状況など
を大統領に報告する特別官，指定カーストと指定部族のためのコミッショ
ナーの設置（第338条）などいくつかの条項が存在する。
　このような憲法上の規定に基づいて，中央と州の政府は多様な保護政策を
実施している。まず，雇用に関しては，公務員，公企業における雇用の留
保，上級職受験のための試験準備訓練，職業訓練などを実施している（10）。ま
た，部族民の土地の喪失による農業労働者化は植民地期から問題となってい
たが，独立後は各州政府が部族民の土地の非部族民への譲渡を禁止する法律
を作っている（11＞。
　教育に関しては，奨学金の給付，寮の提供，国立および公立教育機関への
優先入学，入学許可の留保などがある（12）。いずれの場合にも，一定の割合を
留保することによって，指定部族民，指定カーストの地位向上をはかろうと
（9）孝忠，1992，68ページ。
（10）押川，1981，40～41ページ。
（ll）同上，41ペー・一ジ。
（12）同上，38－40ページ。
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する積極的保護的差別政策が中心的位置を占めていることが特徴的となって
いる。
　また，独立後の経済政策は，経済成長と社会的公正の同時的達成を一貫し
て強調してきた。そして，このようなインドの経済政策においては，「経済的
合理性は通常社会正義についてのイデオロギー的考慮よりも重要ではなかっ
た。」（13）種々の産業政策や地域政策においてもこのような考慮がなされ，部
族民の経済的向上もしばしば取り上げられてきた。例えば，1962年に始まる
都市と農村の経済的格差の是正を目的とする農村工業プロジェクト（RIP）
は，その選定基準の一つに部族民地域をあげている曲。
　部族民との関連で取り分け注目に値することは，経済建設に本格的に着手
した第2次五力心計画期（1956～61）から指定部：族地域の社会，経済的向上
のために多様な地域開発計画が継続して実施されてきたことである。まず，
2次計画期に，試験的に部族民開発ブロックが設けられ，3次計画期に本格
的導入がなされる。年次計画期をはさんで4次計画期（1969～74）には，部
族開発エージェンシーが始められる。5次計画期（1974～78）にはこれまで
の計画の不充分さを克服するために，総合部族民開発プnジェクトが開始さ
れる。これは，「各施策を結合して効果を高めるとともに，ST（指定部族一
筆者）の独自性を尊重しつつ他のコミュニティーとの格差の解消を期そうと
した」（15）。しかし，このような努力の成果は乏しいようである。これまで多
くの委員会が設置され，部族開発政策の問題点を指摘し，改善策を繰り返し
提言してきた。そして，さまざまな開発計画が実施されてきたが，部族地域
の状況はほとんど改善されなかった。この理由の一つは，五力年計画支出の
（13）　Kyoko　lnoue，　lndustrial　DeveloPment　Policy　of　／ndia，　lnstitute　of　Developing
　Economies，　Tokyo，　1992，　p．　1，
（14）真実一美，「インドの農村工業政策について一農村工業プロジェクト（RIP）計画を中
　心に」，『岡山大学経済学会雑誌』，第16巻1号，1984年6月，！25ページ。
（15）押川，1991，35ページ。
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ほんのわずかの割合しか部族開発計画に当てられてこなかったこともある。
1次計画から4次計画までは1パーセントかそれ以下，それ以降かなり上昇
するが7次計画（1985～89）でも6．25パーセント（推定）にすぎず（16＞，人口
比の7．5パーセント（1981年目ンサス）におよぼない。それだけではなく，受
益者が非部族民であるような潅概，発電，工業などのプロジェクトでさえ，
部族地域で実施されたというだけで部族開発計画に組み込まれているとい
う。このようなフ．ロジェクトは部族開発計画の約50～60パーセントをも占め
ている（1了）。この状況の最大の原因は，部族民のための施策や計画の実施に，
受益者となるべき部族民の参加がほとんどなされず㈹，彼らの希望を聞くこ
となく行政や官僚主導で計画が実施されてきたことである。
　インドは多様な部族民保護・優遇政策をもっている。これらは最終目標が
主流社会への統合・同化であるとしても，それらの詳細な検討は，その理念
がエスニック多元主義の名に値することを明らかにするが，インドの部族民
の置かれた実際の状況はこの理念からあまりにも隔たっている。バーガー
は，この現実について次のよ．うに書いている。「インドでは，多すぎるほど指
定部族を保護する法律があるにもかかわらず，実効的に機能しているものは
ほとんどない。実際，何らかの意味で彼らの地位が向上するどころか，部族
の抑圧と貧困化は増しつつあるというのが現状である。1｛19＞
皿．独立後の経済開発と先住部族民
1．開発プロジェクトによる立ち退き一マ同旨ー報告を中心に
独立後，インドは意欲的に工業化を軸とする国民経済建設に取り組んでき
（16）　Verma，　1990，　p．　180，
（17）　lbid，
（18）　Op．　cit，，　p．　184，
（19）バーガー，1992，246ページ。
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た。計画経済の下で，国営企業を中心的担い手とする重工業の育成を最優先
とした国民経済自立の早期の達成が目指された。それと同時に，工業化のた
めの電力供給と農業開発のための潅概などを目的として，多目的ダムと潅概
水路網の建設を中心とするTVA型の総合河川開発が精力的に進められてき
た（20）。インドの工業開発はかならずしも順調ではなく，それがはらむ色々な
問題については多くの指摘がある（21）。
　総合河川開発は初期段階では国民的合意に基づいていたと言えようが，
1987年のサルダル・サロバル・ダムの建設開始は広汎な議論を巻き起こし転
機となった。それはこのダムの建設による環境破壊や立ち退き者への補償の
問題に止まらず，これまでの河川開発の見直しや巨大ダム開発そのものの再
評価，独立後のインドの経済開発全体の再検討とオルターナティヴの模索，
先住部族民の権利の承認など独立後の社会そのものを問い直すものとなって
きている。そして，このような状況の中で，これまでの開発プロジェクトの
再検討や追跡調査などがおこなわれてきた。その中で，種々の問題が明らか
になってきた。例えば，これらの開発プロジェクトの犠牲者，すなわち立ち
退き者や土地を失った者の多くが部族民などのインド社会の底辺に位置する
人々であり，これまではこれらの人々に充分な補償がなされず，さまざまな
環境破壊が生じ，予想されたような経済的効果ももたらされなかったことな
ど，多岐にわたっている。
　ここではマロニー報告（22）を中心に，総合河川開発プPジェクトによる立ち
退き者の問題をまず把握し，それから部族民との関連について検討したい。
（20）古賀正則，「インドにおける地域開発政策の展開」，川島哲郎・鴨沢巌編r現代世界の
　地域開発』，大明堂，1990年，166～167ページ。
（21）とりあえずここでは絵所秀紀，r現代インド経済研究一金融革命と経済自由化をめぐ
　る諸問題』，法政大学出版局，1987年および伊藤正二編，『インドの工業化一岐路に立つ
　・・イコスト経済』，アジア経済研究所，1988年をあげておく。
（22）　Maloney，　1990－91．
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マロニー報告は，独自の調査に基づくものではなく，さまざまの調査の検討
を通じて政府開発プロジェクトによる立ち退き問題の全体的把握を試みてい
る。これが利用している資料は，若干の政府および世銀資料を除けば，主と
して多くの民間の団体や研究所のものである。もちろん，これらの資料に
よっても完全な全体像の把握が不可能なことは言うまでもないが，かなりの
調査の蓄積の上に一定のイメージを得ることが可能となってきている。第1
表は，2つの民間機関の推計である。この他に，マーナブ・チャクラボル
ティ（Manab　Chakraborty）　eS2160万，オリッサの市民団体，ガナタソト
リック・アディーカス・スラクシャ・サンガタン（Ganatantrik　Adhikas
第1表　プロジェクトによる立ち退き者数の推定
1．インド社会研究所
プPジェクト
ダム，貯水池，潅概水路
鉱山，石炭を含む
工業
公園および自然保護区
その他
立ち退き者
　1100
　　170
　　100
　　60
　　120
（単位　万人）
政府による再定住　　自力
　　275　825　　　45　125
　　　30　70　　　15　45　　　30　90
計
潅概プロジェクトによる
　湛水化，塩類化
1550
！00十
395 1155
2　tiカヤン
大，中規模ダム
露天掘り鉱山および工場
森林および保護区プロジェクト
小規模潅溜iおよび翻心水路，
　その他
650
3一一500
3一一400
5・v600
大まかな総計 2000
（出所）Maloney，1990－91，　P3，
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Suraksha　Sangathan）は1600万という数字を上げている（23）。これらの政府開
発プロジェクトの中では，ダムなどの河川開発が最も多く，鉱山　’，工業など
がこれに続いている。
　独立以来，1589の大規模ダムが造られ，60平方キロメートル以上にもおよ
ぶ貯水池を作り出してきた。これらによる立ち退ぎ者の数は，膨大な数に
昇っている。さらに灌概水路網などによっても数百万の人々が立ち退かされ
た。このような河川開発プロジェクトの9例を，この報告は取り上げてい
る。そのうち，2つは建設中もしくは未着工である。それらの立ち退き老の
置かれた状況には，いくつかの共通性がある。土地や家屋に対する補償は，
ほとんどの場合貨幣で’あり，政府が代替地を用意することは多くない。ま
た，用意した場合でも量的にも，質的にも不充分である。貨幣による補償は
市場での時価よりも大幅に低く（24），同様の土地を再び入手することはほとん
ど不可能である。また，村落単位での移住は困難で地域社会の崩壊が生じ，
経済的条件の悪化とともに生活環境の深刻な破壊をもたらしている。多くの
立ち退き者は，農業労働者や建設労働者として日雇い労働や出稼ぎ労働で生
活することを余儀無くされていおり，顕著な経済的条件の悪化が見られ
る（25）。そして，これらのプロジェクトの多くの場合，かなりの立ち退き者が
「どこかに移住し，もはや探し出すことができない」（26）という。まさに，「こ
れらのプaジェクトの立ち退き者に対する取り扱いは，インドの“開発”の
（23）　Op，　cit．，　p．1，
（24）ヒマチャル・プラデシュのポング・ダムの場合は，約10％だったという。（op．　cit．，
　p，　4，）
（25）アーンドラ・プラデシェのスリサイラム・プPジェクトでは，世帯所得が37～55％
　減少し，同じ州のロアー・マナイル・ダムでは3分の1になったという。（op．　cit．，
　p．　5．）
（26）Op．cit．，　p．6．これはアッパー・クリシェナ・プロジェクトについての記述であるが，
　ポング・ダム，スベルナレカ・プロジェクト，スリサイラム・プロジェクトについても
　同様の記述がある。
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もっとも惨めな記録の一つ」（27）といえよう。立ち退きは，とりわけ社会的弱
者にとっては状況は一層過酷である。サルダル・サPバル・プロジェクト
（SSP）の立ち退き問題に対する世銀の内部報告を書いたスカダーは，「人間
を殺すことの次にできる最も悪いことは彼らを立ち退かせることである」（28）
と指摘している。
　2．開発プロジェクトと先住部族民
　前の指定カーストおよび指定部族コミッショナーで，在職中の報告で
SSPの立ち退き問題を詳細に検討し，計画の見直しを要請する手紙を大統領
と当時のV．P．シン首相あてに書いたS．D．シャルマは，独立以来これまでに
部族民全体の15パーセントがすでに立ち退かされてきたと指摘している（29＞。
立ち退き者の多くが部族民であるという指摘は多いが，具体的なデータを得
ることは容易ではない。とりあえず，ここでは第2表をあげておこう。この
中で，立ち退き者総数と部族民立ち退き者数が判明する3つのプロジェクト
について見ると，それぞれおよそ65，25，50パーセントとなっている。これ
を一般化することはできないが，この場合は部族民移住・再定住者の比率は
12パーセントほどとなっている。また，ヒラクド・ダムの追跡調査による
と，全体的に見れば立ち退き者には経済低下が見られるが，その程度は富裕
者と貧困者，カースト，部族民などで一様ではなく，指定カーストや指定部
族の人々の生活の回復はとりわけ困難であるという（30）。
　このような部族民の立ち退き問題が注目を集め，これまでの開発のあり方
を見直す転機となったのは，SSPに対する部族民の抵抗であった。これは
（27）　Op．　cit，，　p．4．
（28）　Singh，　1990，　p．568，
（29）Sharma，1990，　p，曲．大統領あての手紙の中で上げられている。なお，シン首相あて
　の手紙の中ではおよそ10～15パーセントとなっている。（Sharma，1991，　p．127．）
（30）　Baboo，　1991，　p，　2378，
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第2表 河川開発プロジェクトによる部族民の立ち退き
（チョター・ナグプルおよびサソタル・パルガナス）
フ。ロ　ジェク　ト 部族民の立ちﾞき者数D
部族民の再定住
ｵた者の数D 立ち退き者総数2）
マイトン・ダム
iビハールおよび西
@ベンガル）
18，128 2，552 28，030
マイラクシ・ダム
iビハール） 16，005
　　　　　　　、pンチェット・ダム
iビハールおよび西
@ベンガル）
10，538 41，461
ヒラクド・ダム
iマッディヤ・プラデ
Vュおよびオリッサ）
8，988 1β50 18，000
マチクンド水力発電プ
鴻Wェクト
iオリッサ）
8，250 2，475
計 53，659 6，677
　1）1家族を5．5人として計算
　2）　Singh，　1990，　Table　18，　p，　571．
　　（出所）Devalle，1980，　Table　l－1，　p．14より作成。
ナルマダ川に大小3000以上ものダムを建設しようという巨大プロジェクトで
あるナルマダ・プPジェクトの一部で（31），1985年の世界銀行と日本の融資決
定を受け，建設が始められた。ナルマダ・プPジェグトは100万人以上，
SSPはダムだけで10万，その潅概水路網で14万の人々が立ち退かされること
になっており，その多くが指定部族民である。（第3表）（32）このプロジェク
ト，とりわけSSPをめぐってはインド国内はもとより，国際的にも活発な
（31）ナルマダ・プロジmクトについてはAlvares　et　al，1988，鷲見、1989および1990を参
　照。
（32）約70％が指定部族という指摘もある。Sharma，1990，　p，　rvfi．
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第3表ナルマダ・プロジェクトによる水没対象人口総数に対する指定部族および指
　　　定カーストの比率
プロ　ジェク　ト 立ち退き老告煤i万） 指定部族 指定カースト
指定部族と
w定カース
g　全　体
サルダル・サロバル 10 51％ 9％ 60％
ナルマダ・サガール 17 20％ 14％ 34％
? 27 35．5％ 1L5％ 47％
（出所）Alvares　et　al，1988，　p，17，
論争が展開され，日本でも論争や紹介がみられる（33）。SSPをめぐる議論で
は，再定住と環境の問題が焦点となった。これらについては，世銀が独立の
第三者機関，独立調査団（lndependent　Review　Team）（34）に委託した調査報
告（モース報告）によって実態についての豊富な判断材料を得ることができ
る。ここでは再定住と先住部族民の問題の簡単な検討に限定し，詳細な検討
は別の所でおこないたい。
　SSPにおいては，1979年にナルマダ水紛争裁定で土地には土地の補償をお
こなうという画期的な補償原則が打ち出された（35）。インドでは農業以外の雇
用を得ることは容易ではなく，貨幣による補償は生活基盤の喪失を充分に補
償することができないからである。しかし，これにもいくつかの問題点があ
る。先住部族民は一般に慣習的な土地の保有・耕作をおこなっており土地所
（33）鷲見，1989，渡辺・草野，1991，鷲見，1992a。この論争では，渡辺・草野，ユ991の
　移住・再定住政策の認識に誤りがあるが，開発主義的考え方が明瞭に打ち出されてい
　る。また、後にモース報告が発表されたので実態については一層明瞭になった。
（34）ブラッドフォード・モースを委員長とするので，モース委員会とかモース報告と呼
　ばれる。モース報告については，鷲見，1992bが簡単な紹介をおこなっている。
（35）Morse　et　at，1992，　pp，巡一烈．鷲見，1990，ページ。
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有権は法的には認められておらず，補償の対象とはならない。後に，グジャ
ラートだけが±地所有権を持たない者にも土地の補償を決定したが，マハ
ラーシュトラとマッデaア・プラデシュの州政府はしていない。潅概水路に
よる立ち退き者にはこれは適用されず，貨幣の補償のみである。また，世銀
とインド政府との融資協定は少なくとも移住前の生活水準の回復を保証して
いたが，モース報告が詳細な調査に基づいて明らかにしたように，「このプ
Pジ＝クトによる立ち退き者全員の移住と再定住は現状では可能ではな」㈹
く，「人間と環境への関心を欠いたまま，技術的，経済的動因がプPジェクト
を押し進めてきた」（37）のである。これまでになされてきた再定住地の生活は
総じて劣悪で，とても移住前の生活の回復はおぼつかないものである（38）。
　先住部族民問題との関連をみれば，憲法による保護規定を持つインドと最：
も優れた先住民政策をもつ世銀（39）の間で結ぼれた融資協定は，奇妙なことに
「部族民問題について沈黙している」㈹。両者ともに，この地域の先住部族
民が，インド政府の規定している指定部族にも，世銀の先住民族の基準にも
当てはまらないということを証明しようとしている。ところが世銀の定義に
従えば，モース報告の指摘のように，これらの人々は低エネルギーの自給経
済の下で森林や川に依存しながら生活していて，貨幣経済とのかかわりは決
して大きくはなく（41），先住民とみなすべきものである。両者は理念において
は先住民族への配慮を示しながら，実際には意図的にこの問題を無視してき
（36）　Morse　et　aL　1992，　p．　xt．
（37）　Op．　ciし，　P，　XX　rv．
（38）再定住地の状況については，とりあえず真実，1992参照。また，Morse　et　al，1992の
　Gujaratの章で詳しく紹介されている。
（39）1982年の先住民族に関する業務手引報告（内部文書）のことである。世銀の先住民族
　に対する対応の変遷についてはIndigenous　peoples　on　the　world　stage，　Third　World
　Resurgence，　No、35，1993を参照。
（40）　Morse　et　aL　1992，　p，　64，
（41）　Op，　cit，，　pp．　72－76．
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たのである。
むすびにかえて
　これまでに見てきたように，インドの部族民に対する保護的差別の成果は
乏しいものであった。経済開発は彼らに利益をもたらさなかっただけでな
く，むしろ彼らを犠牲にしてきた。この原因の一つには「特権的取り扱いの
考えがアディヴァシー起源ではなかった」（42）こともある。国家は保護や指導
だけでなく，その条件について彼らに相談することもなく，変化と“開発”
のための計画をも与えてきたのである。このような家父長主義的態度に基づ
く同化・統合という考えには大きな限界があった。また，開発主義とでも呼
ぶべき臣大プロジェクトの遂行に・よる市場経済の拡大・発展という形での経
済発展の考え：方は，先住部族民の経済や生活に対する配慮を欠落させたま
ま，「国民経済」建設を強行してきたのである。これまでの開発についての考
え方そのものの問い直しが必要であるが，これらについては稿を改めたて論
じたい。
　ナルマダでは部族民が自己主張をしはじめ，このような傾向は拡大しつつ
ある。そして，このような彼らの抵抗を支えているのが，憲法の精神である
ことは興味深い（43＞。理念だけでは，現状を変えることは困難であるが，理念
なしには現状を変えることはできない。インドの新たな状況は，新たな可能
性を作り出しつつあるように思われる。
（42）　Devalle，　1980，　p，　22，
（43）　Sharma，　1991，
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